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◎
付
加
年
金
　
付
加
保
険
料
（
月
額
400

円
）
を
納
め
た
人
は
、
納
付
月
数
×
200

円
が
老
齢
基
礎
年
金
に
加
算
さ
れ
ま
す
。 

◎
寡
婦
年
金
　
老
齢
基
礎
年
金
を
受
け

る
は
ず
だ
っ
た
夫
（
25
年
以
上
納
付
）

が
死
亡
し
た
と
き
、
10
年
以
上
婚
姻
関

係
の
あ
っ
た
妻
に
60
歳
か
ら
65
歳
に
な

る
ま
で
、
夫
が
受
け
る
は
ず
だ
っ
た
年

金
額
の
４
分
の
３
が
支
給
さ
れ
ま
す
。 

◎
死
亡
一
時
金
　
保
険
料
を
３
年
以
上

納
め
た
人
が
何
の
年
金
も
受
け
ず
に
亡

く
な
っ
た
と
き
、
遺
族
に
保
険
料
納
付

月
数
に
よ
っ
て
12
万
円
か
ら
32
万
円
ま

で
支
給
さ
れ
ま
す
。 

第
１
号
被
保
険
者
は
独
自
給
付 

と
し
て
次
の
給
付
が
あ
り
ま
す 

　学生納付特例制度とは、大学・専門学校等の学

生で本人の前年所得が118万円以下である場合、

申請をして承認を受けると在学期間中の保険料が

後払いできる制度です。（夜間部、通信制、定時

制に在学の学生も対象となりました。） 

※手続きには、学生証または在学証明書、印鑑を 
　持参してください。 

学生納付特例制度  

　年金受給者の皆さんの手続きの簡素化を進める

ため、住民基本台帳ネットワークシステムを活用

した現況確認を実施しています。 

　このため、これまで毎年誕生月に提出の必要が

あった「年金受給権者現況届」が省略できること

になります。 

　ただし、次に該当する方は今後も現況届の提出

が必要になります。 

●外国籍（外国人登録）の方 

●外国に居住している方 

●社会保険庁で保有している本人基本情報（氏名、

　性別、生年月日、住所）と住民基本台帳ネット

　ワークの情報が相違しており、住民票コードを

　確認できない方等 

　なお、加給年金額対象者の生計維持確認や診断

　書等の提出は引き続き必要になります。 

住民基本台帳ネットワークを活用した 
年金受給者の現況確認を実施しています 
 

　国民年金保険料の納め忘れがありますと思わ

ぬ病気やケガで障害者になったり、一家の働き

手を失った時など、障害基礎年金や遺族基礎年

金が受けられなくなる場合があります。 

　また将来、老後の生活の支えとなる老齢基礎

年金の額が少なくなったり、受けられなくなっ

たりします。なお、平成19年度分の保険料は４

月末日が納期限です。保険料の納め忘れがない

か今一度確かめてください。 

保険料の納め忘れはありませんか 

・加入期間の全てが第１号被保険者の期間であ

る人が老齢基礎年金を請求する場合 

・第１号被保険者期間中や20歳前に初診日の

ある人が障害基礎年金を請求する場合 

・第１号被保険者期間中に死亡した場合 

こんな時は年金の請求を市で行います 

　保険料は１年分または６ヵ月分まとめて前

納することもできます。前納すると納め忘れ

がなく、保険料も割り引かれ大変お得です。 

納付はお得な前納で  

平成20年度の保険料は14,410円 

　保険料は、１ヵ月14,410円、付加保険料は１ヵ

月400円です。 

（全額・３／４・半額・１／４免除） 

１．前年の所得（収入）が少なく、保険料を納め

ることが困難な場合 

２．障がい者または寡婦であって前年の所得が

125万円以下の場合 

３．生活保護法による生活扶助以外の扶助を受け

ている場合 

（若年者納付猶予制度） 

30歳未満の方で、就職が困難あるいは失業などに

より収入が少なく、保険料の納付が困難なときは、

前年の所得審査により保険料の納付が猶予される

制度があります。

どうしても保険料を納められないとき（申請手続を） 

◎お問い合わせ　市役所保険課　�62－1117 

　　　　　　　　または各支所市民福祉課 

                

     
　
わ
が
国
は
世
界
一
の
長
寿
国
で
あ
る
と
と
も
に
、
急

速
に
高
齢
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。
な
か
で
も
秋
田
県
は

県
人
口
に
占
め
る
65
歳
以
上
の
人
口
割
合
が
高
く
、
全

国
で
も
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
に
あ
り
ま
す
。
言
い
換
え
れ
ば

｢

老
後
の
時
間
の
長
い
社
会｣

に
な
り
つ
つ
あ
る
と
い
う

こ
と
で
す
。
老
後
を
豊
か
な
も
の
に
す
る
た
め
に
は
、

生
活
そ
の
も
の
が
安
定
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

そ
の
た
め
に
国
民
年
金
は
大
き
な
役
割
を
担
っ
て
い
ま

す
。 

　
ま
た
、
誰
も
が
健
康
で
そ
し
て
豊
か
な
老
後
を
送
る

た
め
に
、
国
民
年
金
制
度
を
ま
す
ま
す
安
定
し
た
も
の

に
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
年
金
は
、
被
保

険
者
（
現
役
の
世
代
）
が
受
給
者
（
か
つ
て
の
現
役
世

代
）
を
助
け
、
そ
の
現
役
の
世
代
が
年
を
と
っ
た
と
き
、 

そ
の
次
の
世
代
が
支
え
て
い
く
と
い
う
よ
う
に
、
世
代

と
世
代
の
助
け
合
い
で
成
り
立
っ
て
い
る
制
度
で
す
。 

　
国
民
年
金
に
は
必
ず
加
入
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
人

が
決
め
ら
れ
て
い
て
、
日
本
国
内
に
住
所
の
あ
る
20
歳

以
上
60
歳
未
満
の
人
で
、
保
険
料
を
納
め
る
方
法
の
違

い
に
よ
っ
て
上
記
の
３
種
類
に
分
か
れ
ま
す
。 

   

　
第
３
号
被
保
険
者
は
、
自
ら
保
険
料
を
納
め
る
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
届
出
が
必
要
で
す
。
届
出
が
遅
れ

た
り
、
怠
っ
た
り
し
ま
す
と
、
将
来
年
金
が
受
け
ら
れ

な
く
な
る
場
合
も
あ
り
ま
す
。 

　
配
偶
者
の
扶
養
に
な
っ
た
届
出
は
配
偶
者
の
事
業
所

を
経
由
し
ま
す
が
、
次
の
よ
う
な
場
合
は
市
役
所
年
金

担
当
の
窓
口
へ
お
い
で
く
だ
さ
い
。 

・
パ
ー
ト
収
入
が
増
え
て
扶
養
か
ら
は 

　
ず
れ
た
と
き 

・
配
偶
者
が
会
社
を
定
年
退
職
し
た
と
き 

・
配
偶
者
が
会
社
を
辞
め
て
自
営
業
に 

　
な
っ
た
と
き 

・
配
偶
者
と
死
別
し
た
と
き 

・
離
婚
し
た
時 

明
日
を
支
え
る 

　
　
　
国
民
年
金
制
度 

第
３
号
被
保
険
者
は 

　
　
　
　
届
出
が
必
要
で
す 

　
国
民
年
金
は
、
厚
生
年
金
・
船
員
保
険
・
共
済
組
合
な
ど
の
被
用
者

保
険
に
加
入
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
農
業
、
漁
業
、
商
業
な
ど
の
自
営

業
の
人
、
サ
ー
ビ
ス
業
、
自
由
業
な
ど
の
人
と
そ
の
家
族
の
た
め
の
年

金
制
度
で
、
20
歳
以
上
の
学
生
の
皆
さ
ん
も
加
入
が
義
務
づ
け
ら
れ
て

い
ま
す
。 

学
生
も
２０
歳
に
な
っ
た
ら
年
金
加
入 

あ
な
た
の
た
め
に
、
み
ん
な
の
た
め
に 

第１号被保険者

第２号被保険者

第３号被保険者

農林漁業者・自営業者 

学生・フリーター等 

サラリーマンやＯＬ、公務員等 

厚生年金・共済年金加入者 

厚生年金・共済年金加入者（第２号 
被保険者）に扶養されている配偶者 

保険料は給料から天引き

保険料は配偶者の加入制度で負担します

保険料は月額14,410円納めます

　申込用紙を提出するとクレジットカードで

の納付が可能となります。 

　申込は、鷹巣社会保険事務所にご連絡くだ

さい。　�６２－１４９７ 

クレジットカード納付も可能です 

〈国民年金制度について〉


